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給与改定の手順について 
 
非現業国家公務員の給与改定の手順 
  ○ 国家公務員の給与改定に当たっては、政府は、人事院勧告制度を尊重す

る基本姿勢に立って、国政全般との関連につき検討の上方針を決定。 

○ 国家公務員の給与は、最終的には、法律として国民の代表で構成され

る国会で決定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給与法案提出） 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
※公務員の分類に応じた給与制度の主な特例 

（１）外務職員 
在外公館に勤務する外務職員には、「在外公館の名称及び位置並びに在外公館に勤

務する外務公務員の給与に関する法律」により、外務職員の駐在国における体面を

保つなどのため、在勤基本手当等が、一般職給与法に基づき支給される給与にあわ

せて支給。 
（２）検察官 
    検察官に関しては、「検察官の俸給等に関する法律」により別途俸給が定められ

ている。毎年の給与水準は「一般職の職員の給与に関する法律」に準じて決定。 
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近年の公務員給与改定の実施状況 

改  定  率 給 与 法 
年度 勧告日 

勧 告 実 施 

実施 

時期 

取扱方針

閣議決定

給与法案 

閣議決定 国会提出 成 立

56 8. 7 5.23% おおむね勧告どおり 56.4.1 11.27 12.28 12.21 12.22 

  
 期末・勤勉手当を凍結 

調整手当は実施１年遅れ

指定職・
本省課長
等の職員
は 57.4.1

    

57 8. 6 4.58% 実施見送り  9.24 ― ― ― 

58 8. 5 6.47% 2.03% 58.4.1 10.21 11.11 11.11 11.28 

59 8.10 6.44% 3.37% 59.4.1 10.31 12.11 12.12 12.21 

60 8. 7 5.74% 勧告どおり 60.7.1 11. 8 12. 6 12. 6 12.20 

61 8.12 2.31%   〃 61.4.1 10.21 10.31 10.31 12.19 

62 8. 6 1.47%   〃 62.4.1 10.23 12. 1 12 . 1 12.11 

63 8. 4 2.35%   〃 63.4.1 10.25 11.22 11.22 12.21 

元 8. 4 3.11%   〃 元.4.1 11. 2 11.28 11.29 12. 8 

2 8. 7 3.67%   〃  2.4.1 11. 9 12.11 12.12 12.18 

3 8. 7 3.71%   〃  3.4.1 11.19 12. 9 12. 9 12.17 

4 8. 7 2.87%   〃  4.4.1 10.23 11.10 11.30 12.10 

5 8. 3 1.92%   〃  5.4.1 10. 8 10.26 10.26 11. 5 

6 8. 2 1.18%   〃  6.4.1 10. 4 10.21 10.21 10.28 

7 8. 1 0.90%   〃  7.4.1  9.26 10.13 10.13 10.20 

8 8. 1 0.95%   〃  8.4.1  9.20 11.29 11.29 12. 5 

9 8. 4 1.02%   〃  9.4.1 11.14 11.26 11.26 12. 3 

  
  指定職 

職員は 
10.4.1 

    

10 8.12 0.76%   〃 10.4.1  9.25 10. 2 10. 2 10. 9 

11 8.11 0.28%   〃 11.4.1  9.21 11. 5 11. 8 11.18 

     

指定職・ 
本省課 
長級職 
員は見 
送り 

 

     

12 8.15 0.12%   〃（俸給改定なし） 12.4.1  9.19 10. 6 10. 6 11.14 

13 8. 8 0.08%   〃（俸給改定なし） 13.4.1 10. 5 10.19 10.19 11.21 

14 8. 8 

△2.03%   〃 公布の日

の属する

月の翌月

の初日 

(14.12.1)

 9.27 10.18 10.18 11.15 

15 8. 8 
△１.0７%   〃 〃 

(15.11. 1)
9.16 9.26 9.26 10.10 

16 8. 6 0.0１%   〃（俸給改定なし） 16.10.28 9.10 10.12 10.12 10.27 

17 8.15 

△0.36%   〃 公布の日

の属する

月の翌月

の初日 

(17.12.1)

9.28 10.4 10.4 10.28 

18 8.15 0.00%   〃（俸給改定なし） 19.4.1 10.17 10.27 10.27 11.10 
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特定独立行政法人等の給与決定過程

自 団

主 体 組合要求

交 交

渉 渉 有額回答

（団体交渉決裂）

調

停 調停申請

委

中 員 調停委員長見解

会 調停不調

労

仲 仲裁移行

委 裁

委 仲裁裁定 特労法第35条

員 （政府は完全実施の努力義務）

会

（予算上・資金上実施可能な場合） 政府限りの判断で完全実施を閣議了解

裁定どおり実施

※

国 （予算上・資金上実施不可能な場合） 特労法第16条

有 （資金の追加支出に関する国会承認）

林

野 国会付議 国会会期中：裁定日の翌日から10日以内

の 国会閉会中：国会召集日から５日以内

み 国会承認

裁定どおり実施

配分交渉妥結

新賃金支給
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近年の（旧）国営企業における新賃金妥結状況

○平成１５年

１．郵政事業

平成１５年３月～４月 有額回答要求書提出

４月下旬 あっせん申請、調停申請

５月下旬 調停不調、仲裁手続に移行

６月１７日 仲裁裁定

２．印刷事業

平成１５年４月上旬 有額回答要求書提出

５月上旬 調停申請

５月下旬 調停不調・仲裁手続に移行

６月１７日 仲裁裁定

３．造幣事業

平成１５年４月上旬 有額回答要求書提出

４月下旬 調停申請

５月下旬 調停不調・仲裁手続に移行

６月１７日 仲裁裁定

４．林野事業

平成１５年４月 有額回答要求書提出

５月中旬 調停申請

５月下旬 調停不調・仲裁手続に移行

６月１７日 仲裁裁定

○平成１６年～１８年

労使間の交渉による自主決着（改定なし）
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非現業地方公務員の給与改定の手順

○ 人事委員会が置かれている団体（都道府県、指定都市及び特別区等）

においては、人事委員会の勧告（地公法第26条）等を受けて、具体的な

給与改定方針が決定される。

○ 人事委員会が置かれていない団体(一般市町村）においては、国の取

、 。扱いや都道府県の勧告等を受けて 具体的な給与改定方針が決定される

、 、○ いずれの場合においても 住民の代表で構成される議会の議決により

給与条例を改正することとなる（地公法第24条第６項 。）

国 都道府県 市町村
指定都市
特別区等

人 事 院 勧 告

給与関係閣僚会議 人事委員会勧告
において検討

閣 議 決 定

方 針 決 定 方 針 決 定

法 案 提 出 議会へ条例案提出 議会へ条例案提出

法 案 成 立 後 条例案成立後 条例案成立後
公 布 施 行 公 布 施 行 公 布 施 行
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地方公営企業における給与決定過程

自 団

主 体 組合要求

交 交

渉 渉 有額回答

（団体交渉決裂）

調

労 停 調停申請

委

働 員 調停委員長見解

会 調停不調

委

仲 仲裁移行

員 裁

委 仲裁裁定 地公労法第16条

（ ）会 員 地方公共団体の長は完全実施の努力義務

会

（予算上・資金上実施可能な場合） 管理者限りの判断で完全実施

（ ）地方公営企業法の全部又は一部適用の事業

裁定どおり実施

（予算上・資金上実施不可能な場合） 地公労法第16条

（追加支出に関する議会承認）

議会付議 議会会期中：裁定日の翌日から10日以内

議会閉会中：次の議会に速やかに

議会承認

裁定どおり実施

配分交渉妥結

新給与支給




